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11　はじめに
　教育再生実行会議（2016）は、第九次提言に
おいて「我が国の子供たちの平均的な学力は世
界的に見てもトップレベルにあり、国内調査で
も、全国的な傾向としては学力の底上げが図ら
れています」（7）と分析している。
　これに対する筆者の第 1 の仮説は、東日本大
震災（以下「大震災」又は「震災」という場合
がある。）後の学力は、震災前と比較して、全
国的傾向としては低下しているということであ
る。「底上げ」を「低い数値・水準を高めること」
（小学館、2016）と解するならば、国内学力調
査の経年変化で、震災後の学力は低い数値・水
準にあり、低下傾向にあると受け止めている。
　第 2 の仮説は、大震災からの復興・復旧の進
展の状況を、学力面から経年比較分析すれば、
震災大地区は、震災小地区に比較して学力が低
下していることである。
　本稿の目的は、この二つの仮説を検証するこ
とによって、震災大東北 3 県と複線型学校の観
点を踏まえて、震災前・後の国内の学力の経年
変化や世界における日本の学力の実態等を分析
し、次代に引き継ぐことである。仮説の検証結
果に基づく「考察」を末尾に示す。
　2016 年は、義務教育を取り巻く環境の大き
な節目の年である。その一つは、マグニチュー
ド 9.0 の東日本大震災が、2011（平成 23）年
3 月 11 日に発生してから、5 年を経過したこと
である（内閣府、2011）。
　もう一つは、小学校と中学校を一貫して行う
義務教育学校 1 が、4 月から発足したことである。
小学校 6 年・中学校 3 年の学校に加えて、学校
教育法上、義務教育の学校として、新たに義務
教育学校 が新設された。義務教育は、複線型の
学校制度となったわけである。
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参考文献
1　2015 年 6 月、「学校教育法等の一部を改正する法律」
（平成 27 年法律第 46 号）が公布され、2016 年 4 月か
ら施行されることになった。改正法の中で「第 1 条　こ
の法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中学校、義務教
育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学
及び高等専門学校とする。」と規定され、新たに「義務教
育学校」が新設された。
　義務教育学校は、戦後の単線型の学校教育制度を改め、
一層の複線型化を推進するものである。この教育政策は、
安倍内閣の設置した教育再生実行会議による多様化や弾
力化を推進するための複線型の学制の教育政策等を受け
たものである。
〔資料〕
2　本稿の目的を達成する方法として、東日本大
震災後の全国学力・学習状況調査（以下「全国
学力テスト」又は「学力テスト」という。）の
回復傾向を分析し、震災大東北 3 県を中心とし
た複線型学校の観点から、次代への接続資料と
して利活用できるようにするために、震災前・
後の比較分析も行う。過去から学び、次代に生
かせるような学力データにするように配意して
いる。
　仮説の検証方法として、主に小・中独立校型
の国語及び算数・数学の回復傾向と、小・中一
貫校型の同教科の回復傾向とを、各比較分析し、
そこから生じる問題解決を図るため、次のアか
らエまでを構成要素としている。
ア　10 地区の各教科の平均正答率
　全国を 10 地区に分け、小学校の国語及
び算数並びに中学校の国語及び数学の各平
均正答率を構成要素としている。該当地区
の各都道府県の各教科の A 問題と B 問題の
各平均正答率の合計を、該当都道府県数で
割った算術平均を求めて比較分析し、その
結果に基づく課題解決の方策を示している。
イ　順位付け
　10 地区の震災前・後の平均正答率の順
位を 1 位から 10 位まで求めて比較分析し、
その結果に基づく課題解決の方策を示して
いる。
ウ　標準偏差
　10 地区の震災前・後の平均正答率の標準
偏差を求めて比較分析し、その結果に基づ
く課題解決の方策を示している。
エ　偏差
　文部科学省が発表した全国の平均正答率
と、10 地区の平均正答率とを算術平均によ
る偏差を求めて比較分析し、その結果に基
づく課題解決の方策を示している。
　『文部科学白書』で、東日本大震災につい
て、その年の 2011 年に「第 1 部　東日本
大震災からの復興・復旧～人づくりから始
まる創造的復興～」として、2012 年から
2015 年度までは、各 2 章で、「東日本大震
災からの復興・復旧の進展」として、各記
述している（文部科学省、2012a、2013、
2014、2015a、2016）。
　既述のように、2016 年は東日本大震災
から 5 年、義務教育学校の誕生という、二
つの節目の年であった。これらの節目を機
会に、文部科学省がこれまで実施してきた、
東日本大震災の教訓や、学校制度（以下「学
制」という。）の弾力化の現実等の中で、教
育行政、学校等の将来の在り方等を思考・
判断するうえで過去の学力データを基に、
次代に有効活用できるようにする。
　その際、特に人的・物的震災の被害が大
きかった岩手県、宮城県及び福島県を「震
災大東北 3 県」として、全国や他の 9 地区
とのクロス比較分析を行うことにした。
　国が東日本大震災を記録している白書等
において、その記述量が年々少なくなっ
ている状況は歴史の流れとして、仕方がな
いかもしれない（内閣府、2011、2012、
2013、、2014、2015、2016）。
　しかし、こういう状況にあるからこそ、
可能な限り、東日本大震災の影響を分析し、
これを学校教育や教育行政の史実として記
録することが、後世の未来を切り開く教育
を考える上で重要であると受け止めている。
　そういう観点から、本稿では、東日本大
震災後が、その前の学力データとの比較の
変化を、学力の「回復力」という文言で使う。
　東日本大震災後は、東日本を中心に、全
国で、公立小学校の 3,252 校、同中学校の
1,652 校で物的被害を受け（文部科学省、
2012a）、教育環境や条件が損なわれており、
この結果、これが学力の回復力にどのよう
な影響を与えているかを教訓として示す。
　結論的には、末尾の「4 考察」で述べる
ように、震災後の全国の平均正答率は、そ
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3の前に比べて、全教科で平均正答率が下回
っており、学力の回復傾向は、いまだ道半
ばである。
2　内容の配慮すべき事項
　本稿の内容を理解する上で、誤解等が生じな
いようにするために、用語の定義等、内容に配
慮すべき事項をしておく。
2.1　東日本大震災
　平成 23 年 3 月 11 日に発生した、三陸沖を
震源地とするマグニチュード 9.0 の地震である
（内閣府、2011）。東日本大震災の前を「前」、
その後を「後」と略記する場合がある。
2.2　学力
　国際標準学力テスト等、特別の断りがない
限り、文部科学省が 2007（平成 19）年から
2016 年（平成 28）年まで実施した学力テスト
の平均正答率を学力という。震災前・後の学力
を比較・分析・検証するために、同省が実施し
た学力テストの平均正答率を利用する。
2.3　学力の回復力傾向
　大震災の影響で実施されなかった学力テスト
2011 年（第 5 回）を挟んで、2007 年度第 1
回から 2010 年度までの 4 回と、2012 年度第
6 回から 2015 年度（第 9 回）までの 4 回を同
じ条件として、前に比べた後の学力の回復傾向
をいう。
　学力の回復傾向について、中央教育審議会
（（以下「中教審」という。）、2008）は、「幼稚園、
小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の
学習指導要領等の改善について」の答申にある、
2006 年のＰＩＳＡ調査の成績分布での「低下
傾向 2 がみられた」（12-13）、「変化はなかった」
（同）という観点に立っている。これに前者の
対義語として「向上傾向がみられなかった」と
いう三つの用語を用いて、学力の回復傾向を測
ることにする。
　具体的には、大震災後の全国学力テストの平
均正答率が、その前と比較して上昇している場
合は、「回復力に向上傾向がみられた」、下降し
ている場合は「回復力に低下傾向がみられた」、
同率の場合は「回復力に変化がなかった」と、
各表現することにする。
　学力の回復力に関連して、国立教育政策研究
所教育課程研究センター（2011）の研究資料
に「成果」と「課題」の文言が記載されている。
「全国学力・学習状況調査　4 年間の調査結果か
ら今後の取組が期待される内容のまとめ～児童
生徒への学習指導の改善・充実に向けて～」の
中で、「成果として認められる内容」（正答率が
おおむね 80％を上回るもの） 、「課題として考
えられる内容」（正答率がおおむね 70% を下回
るもの ) と記述している｡
　この記述を踏まえて、学力の回復傾向が東日
本大震災後の平均正答率が 80％未満の場合は、
回復力と関連して、課題があるものとしてとら
え、この課題解決の方策について、現行の小・
中各学習指導要領の各教科の「目標」を達成す
るための「内容」の展開の関連から述べる。
2.4　震災大東北 3 県と震災小東北 3 県
　文部科学省（2012a）が公表した東日本大震
災における都道府県ごとの学校教育関係者の公
立学校の死亡者 502 人の内訳は、宮城県 343
人（68.3％）、岩手県 84 人（16.7％）、福島県
75 人（14.9％）だけであったのを根拠として、
これらの 3 県を「震災大東北 3 県」とした。震
災大東北 3 県と相対化するために、青森県、秋
田県及び山形県を「震災小東北 3 県」とした。
震災の大小については、人的被害の大小で差別
化を図ったのは、他にも物的被害等の様々な要
2　『文部科学白書』（2007、16）においても、国際学力
調査の結果において……低下傾向にあることが明らかに
なりました」という文言がある。
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4素があるので、大震災による被害の種類を多面
的・多角的にしないで、焦点化するためである。
2-5　都道府県の 10 地区の分類化
　主として、大震災による学力の地区別の回復
傾向を比較分析するために､ 47 都道府県を 8
地区に所属させて分類している｡
　全国を自然地域の区分から､ 日本の 47 都道
府県を、北から北海道､ 東北 6 県（青森県､ 岩
手県､ 宮城県､ 秋田県､ 山形県､ 福島県）､ 関
東 7 都県（茨城県､ 栃木県､ 群馬県､ 埼玉県､
千葉県､ 東京､ 神奈川県）､ 北陸 ･ 甲信 6 県（新
潟県､ 富山県､ 石川県､ 福井県､ 山梨県､ 長野県）､
東海 4 県（岐阜県､ 静岡県､ 愛知県､ 三重県）､ 近
畿 2 府 4 県（滋賀県､ 京都府､ 大阪府､ 兵庫県､
奈良県､ 和歌山県）､ 中国 ･ 四国 9 県（鳥取県､ 島
根県､ 岡山県､ 広島県､ 山口県､ 徳島県､ 香川
県､ 愛媛県､ 高知県）､ 九州 8 県（福岡県､ 佐
賀県､ 長崎県､ 熊本県､ 大分県､ 宮崎県､ 鹿児
島県､ 沖縄県）の 8 地区である｡
　以上の 8 地区に、被害の大小から比較分析す
るため、震災大東北 3 県と震災小東北 3 県を加
え合計 10 地区の分類化をしている。
2.6 小・中独立校型と小中一貫校型
　文部科学省（2016、b）の『学校基本調査』（速
報値）によると、全国の義務教育の学校は、公
立小学校 19,642 校、公立中学校 9,389 校、義
務教育学校 22 校となっている｡
　第 2 次世界大戦後 ( 以下 ｢戦後｣ という｡ 同
大戦の前を「戦前｣､ 同大戦中を ｢戦中｣という｡）､
義務教育は小学校 6 年制､ 中学校 3 年制度のい
わゆる 6-3 制の単線型の学校制度があり､ 現在
も圧倒的に多い｡ 本稿では､ この戦後の小学校
と中学校が独立した学制を小・中独立校型とい
う｡  
　これに対して、戦前・戦中とは学校教育法上
異なり、2016 年現在行われている研究開発学
校等における小学校と中学校の一貫教育を行っ
ている学校及び義務教育学校の学制を小中一貫
校型という。
　小中一貫校型は、2013 年度で 960 校（6-3
制（従来の区分から変更なし 807 校）、4-3-2
制 127 校、5-4 制 及 び 5-2-3 制 各 2 校、 そ の
他 22 校）に達している（教育実行再生会議、
2014）。
　日本の義務教育は､ 2106 年現在、小・中独
立校型と小中一貫校型が併存している複線型の
学校が展開している。独立型と一貫型の両型の
学制の相違によって、東日本大震災後の回復傾
向にも違いがあるのかもしれないと推量し、学
力の向上を背景とした今後の義務教育の選択に
資すること等に配意するために､ 小・中独立校
型と小中一貫校型の双方の平均正答率の回復傾
向として表す｡
 
2-7　各教科の回復傾向の比較分析のための計
算可能関数
　本稿では、各教科の回復傾向の検証のために、
計算可能関数を用いることにした。全国学力テ
ストは、悉
しっ
皆テストや抽出テストの場合もある
こと、平均正答率に上下 1％程度の幅を持たせ
た場合もあること（毎日新聞社、2012）、四捨
五入の計算等により、絶対的に正確であるとは
言い切れず、近似値として、学力の回復傾向を
比較分析する方法としている。
　全国学力テストは、これまで、小・中学校の
国語Ａ、算数 A、数学 A（主として「知識」に
関する問題）及び国語Ｂ、算数 B、数学 B（主
として「活用に関する問題」）並びに理科につ
いて、実施してきた。これらのうち、理科は
2014 年度だけで、毎回実施の国語や算数・数
学の各教科と等価できないので、比較対象外と
した。
　図表の作成者としての「筆者」又は「竹中司郎」
を省略していることを断っておく。 
　計算可能関数は、次のように取り扱った。
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5①　各教科の平均正答率（H1、H2）と算術平均Xｉ
　　10 地区の小学校の国語及び算数並びに中
学校の国語及び数学については、各都道府県
の各教科の A と B の平均正答率の合計を該当
都道府県数で割った算術平均である。
　各都道府県の算術平均は、次の関数として表
す。n 都道府県からなる、標本空間が ak である
とき、その算術平均 X ｉ は次のとおりに定義す
る。Xi=
1
−
n ∑  
n  
k=1 ak 
　10 地区の算術平均を次のよう定める。
北海道＝ X1、東北＝ X2、
震災大東北 3 県＝ X3、震災小東北 3 県＝ X4
関東＝ X5、 北陸・甲信＝ X6、東海＝ X7、
近畿＝ X8、 中国・四国＝ X9、 九州＝ X10
　各教科の学力の比較した表では、算術平均 Xi 
を、震災前平均正答率 Xi ＝ H1、震災後平均正
答率 Xi ＝ H2 として、これらを表の中でクロス
して比較分析をしている。
②　平均正答率 X ｉの順位付け（R1、R2）
　　東日本大震災前・後の学力の回復傾向を地
区順位で測るため、Excel の RANK 関数を利
用して、東日本大震災前の平均正答率の順位
R1 と、後の平均正答率 R2 の順位を求めた。
　R1 又は R2 ＝ RANK(Xi 、X1：X10 、1）
③　標準偏差 ( σ 1、σ 2)
　　大震災前・後の学力の分散傾向で地域格差
を測るため、Excel の STDEV 関数を利用して、
東日本大震災前の標準偏差σ 1 と、後の標準
偏差σ 2 を求めた。
　　σ 1 又はσ 2= 1−n ∑  
n  
k=1 (Xi – m)x
2
　　標準偏差は、地区間の平均正答率（％）の
ばらつきである分散がどの程度かという度合
い（％）を示す指標である。分散の度合いが
小さい場合は、平均値の近くに分布し、当該
地区における分散の程度は小さく、学力格差
が縮小していることになる。逆に分散の度合
い大きい場合は、平均値の遠くに分布し、当
該地区における分散の程度は大きく、学力格
差が拡大していることになる。
④　偏差 X
−
　　各地区の各教科算術平均  Xi と、全国の平
均正答率＝ m との差が東日本大震災前・後に
どのくらいの差があるかを分析するために偏
差を求めて、視覚的にとらえることができる
ように、表と図で表している。
　　偏差 X
−
＝ Xi – m 
3　内容
3.1　全国学力テストの概要
　全国学力テストを理解してもらうために、文
部 科 学 省（2015b） の「 平 成 27 年 度 全 国 学
力・学習状況調査に関する実施要領」を抜粋
して、その概要を述べてみると、下のようにな
る。全国学力テストは、経済開発機構（OECD：
Organisation for Economic Co-operation and 
Development) が実施している学習到達度調査 
(PISA；Programme for International Student 
Assessment) での学力を意識したものとなって
いる（竹中、2012a）。
①　調査の目的
　　義務教育の機会均等とその水準の維持向上
の観点から、全国的な児童生徒の学力や学習
状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題
を検証し、その改善を図るとともに、学校に
おける児童生徒への教育指導の充実や学習状
況の改善等に役立てる。
　　さらに、そのような取組を通じて、教育に
関する継続的な検証改善サイクルを確立す
る。
②　調査の対象
　　国・公・私立学校の以下の学年の原則とし
て全児童生徒を対象とする。
　ア　小学校調査
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6　　小学校第 6 学年、義務教育学校前期課程第
6 学年、特別支援学校小学部第 6 学年
　イ　中学校調査
　　中学校第 3 学年、義務教育学校後期課程第
3 学年、中等教育学校第 3 学年、特別支援学
校中学部第 3 学年
③　調査事項
1）児童生徒に対する調査
ア　教科に関する調査
 （ア）小学校調査は、国語及び算数とし、中学
校調査は、国語及び数学とする。
 （イ）出題範囲は、調査する学年の前学年まで
に含まれる指導事項を原則とし、出題内容は、
それぞれの学年・教科に関し、以下のとおり
とする。
　1　身に付けておかなければ後の学年等の学
習内容に影響を及ぼす内容や、実生活におい
て不可欠であり常に活用できるようになって
いることが望ましい知識・技能など（主とし
て「知識」に関する問題）を中心とした出題
　2　知識・技能等を実生活の様々な場面に活
用する力や、様々な課題解決のための構想を
立て実践し評価・改善する力などに関わる内
容（主として「活用」に関する問題）を中心
とした出題
 （ウ）出題形式については、記述式の問題を一
定割合で導入する。
イ　質問紙調査
　　調査する学年の児童生徒を対象に、学習意
欲、学習方法、学習環境、生活の諸側面等に
関する質問紙調査（以下「児童生徒質問紙調
査」という。）を実施する。
④　児童生徒に対する調査
ア　小学校調査
 （ア）教科に関する調査は、国語及び算数の主
として「知識」に関する問題は合わせて 1 単
位時間、国語及び算数の主として「活用」に
関する問題はそれぞれ 1 単位時間とする。
 （イ）　児童生徒質問紙調査は、各学校の状況に
応じて適切に実施する。
イ　中学校調査
 （ア）教科に関する調査は、国語及び数学の主
として「知識」に関する問題はそれぞれ 1 単
位時間、国語及び数学の主として「活用」に
関する問題はそれぞれ 1 単位時間とする。
 （イ）児童生徒質問紙調査は、各学校の状況に
応じて適切に実施する。
⑤　調査結果の示し方
　　文部科学省は、小学校調査及び中学校調査
のそれぞれの結果として、以下の事項等を示
す。
ア　教科に関する調査の結果として、
 （ア）国語、算数・数学のそれぞれ、主として
「知識」に関する問題と主として「活用」に
関する問題に分けた四つの区分ごとの平均正
答数、平均正答率、中央値、標準偏差等
 （イ）都道府県教育委員会、市町村教育委員会、
学校、児童生徒をそれぞれ単位とした平均正
答数等の分布等が分かるグラフ
（ウ）各教科の設問ごとの正答率等
があげられる。
　　参考までに、昭和の時代（1956（昭和 31）
年から 1966（昭和 41）年）にも平成の時代
と類似の全国学力テストがあったので、昭和
の全国学力調査時と、現行の小学校学習指導
要領（以下「小要領」という。）と中学校学
習指導要領（以下「中要領』という。」の比
較を表 1 に示しておく。
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7比較項目
昭和の全国学力調査時の学習指導要
領による学校の教育課程の特徴等（文
部省、 1968a、 1968b）
小 ・ 中ともに 1958( 昭和 33) 年度から
実施
平成の全国学力調査時の学習指導要
領による学校の教育課程の特徴等（文
部科学省、 2008 ｂ、 2008 ｃ）
小 2011 （平成 23） 年度から実施
中 2012 （平成 24） 年度から実施
①教育理念 記述なし 生きる力
②週学校制度 ６日制度 ５日制度
③授業時数の扱い 最低授業時数 標準授業時数
④給食の扱い なし あり
⑤特別活動の授業時数 なし １時間
⑥小学校６年間の総授業時数 5,821 時間 5,645 時間
⑦中学校３年間の総授業時数 3,360 時間 3,045 時間
⑧小学校１ ・ ２年の社会の授業 1 年 68 時間 , 2 年 70 時間 なし
⑨小学校１ ・ ２年の理科の授業 1 年 68 時間 , 2 年 70 時間 なし
⑩小学校の 「生活」 の時間 なし 1 年 102 時間 , 2 年 105 時間
⑪総合的な学習の時間 なし 小学 3 年から高 3 まであり
⑫小 ・ 中学校のボランティア記述 なし あり
⑬外国語活動時間 なし あり
⑭コンピュータ教育 なし あり
⑮小中一貫教育 なし 義務教育学校等あり
表 1. 小中学校の昭和の全国学力調査時と現行の各学習指導要領の比較
　小学校、中学校及び高等学校の学習指導要領は、児童生徒の将来の進路に係わるだけに、学校教育の
重要な指針となる（竹中、2007、2009、2012b、2015）。
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83.2　小・中独立校型の各教科の回復傾向と
　  課題解決に向けた対応
3.2.1　小・中独立校型
3.2.1.1　小学校の国語の学力 
　表 2 と図 1 で、震災前・後の小学校の国語の
学力を比較してみる。全国平均正答率ｍが、震
災後が 64.2％で、震災前の 67.6％に比べて低く、
全国的には回復力に低下傾向がみられた。主と
して「知識」に関する問題Ａと、主として「活用」
に関する問題Ｂの各ｍを比較すると、震災前の
Ａｍ 75.1％対Ｂｍ 60.2％、震災後Ａｍ 71.9％
対Ｂｍ 56.5％で、震災前・後ともＡ＞Ｂである。
全国平均正答率の標準偏差は、1.9％（ｍσ 1）
対 1.7％（ｍσ 2）の分散である。 
表2.小学校国語の学力の比較
地区
データ群 X1
63.7
61.9
10
10
-
-
70.1
66.5
2
2
3.1
3.3
68.2
64.7
4
5
1.8
1.3
72.0
68.3
1
1
3.1
3.9
68.1
64.3
5
6
1.1
1.3
69.4
66.4
3
3
1.9
2.4
67.3
62.8
7
9
1.5
0.8
67.3
63.5
7
7
1.8
1.7
68.0
65.0
6
4
1.7
1.6
66.2
63.5
9
7
1.9
0.8
67.6
64.2
-
-
1.9
1.7
X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 m比較項目
震災前平均正答率（H1）
震災後平均正答率（H2）
震災前正答率順位（R1）
震災後正答率順位（R2）
震災前標準偏差（σ1）
震災後標準偏差(σ2)
北海道 東北 関東 東海 近畿 九州
震災
大
東北
３県
震災
小
東北
３県
全国
平均
正答率
中国
四国
北陸
甲信
図1.震災前・後の小学校国語の偏差X 
-6.0
全国
震災大東北3県
震災小東北3県
東北
北海道
関東
北陸・甲信越
東海
近畿
中国・四国
九州
-4.0 -2.0 0.0 2.0 4.0 6.0
0.0
0.0
0.6
0.5
4.4
4.1
2.5
2.3
-3.9
-2.3
0.5
0.1
1.8
2.2
-0.3
-1.4
-0.3
-0.7
0.4
0.8
-1.4
-0.7
震災前の全国平均正答率67.6 震災後の全国平均正答率64.2
̅
　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は、震災前
の 4 位から震災後は 5 位に下降し、回復力に低
下傾向がみられる。
標準偏差は、震災前の 1.8％（X3 σ 1）から震
災後 1.3％（X3 σ 2）と、分散の度合いが低く
なっている。全国平均正答率ｍとの偏差 X
−
 は、
震災前 0.6％、震災後 0.5％で縮小している。
　震災後の平均正答率も国立教育政策研究所の
「平均正答率がおおむね 70％を下回るもの」に
該当しているので課題がある。したがって、課
題解決のために、各教育関係者は、小要領国語
（文部科学省、2008a）に示されている「1 目標」
を踏まえた「2 内容」にある「Ａ話すこと・聞
くこと」、「Ｂ書くことこと」、「Ｃ読むこと」等
に示されている具体的項目を検証し、児童に確
かな学力を身に付けさせる必要がある。
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93.2.1.2　小学校の算数の学力
　表 3 と図 2 で、震災前・後の小学校の算数の
学力を比較してみる。全国平均正答率ｍが、震
災後が 65.5％で、震災前の 65.8％に比べて低く、
全国的には回復力に低下傾向がみられた。主と
して「知識」に関する問題Ａと、主として「活用」
に関する問題Ｂの各ｍを比較すると、震災前の
Ａｍ 76.8％対Ｂｍ 54.8％、震災後Ａｍ 76.0％
対Ｂｍ 55.0％で、震災前・後ともＡ＞Ｂであ
る。全国平均正答率の標準偏差偏差は、1.8％（m
σ 1）対 1.7％（m σ 2）である。 
表3.小学校算数の学力の比較
地区
データ群 X1
61.1
62.5
10
9
-
-
67.5
66.5
2
3
3.4
3.2
65.4
64.7
7
8
1.1
0.7
69.6
68.4
1
1
3.9
3.9
66.1
65.5
4
5
1.2
1.3
67.2
67.6
3
2
2.3
2.6
65.2
64.9
8
7
0.9
1.1
65.9
65.4
5
6
1.6
1.7
65.8
65.6
6
4
1.6
1.5
64.4
64.9
9
7
1.8
0.9
65.8
65.5
-
-
1.8
1.7
X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 m比較項目
震災前平均正答率（H1）
震災後平均正答率（H2）
震災前正答率順位（R1）
震災後正答率順位（R2）
震災前標準偏差（σ1）
震災後標準偏差(σ2)
北海道 東北 関東 東海 近畿 九州
震災
大
東北
３県
震災
小
東北
３県
全国
平均
正答率
中国
四国
北陸
甲信
図2.震災前･後の小学校算数の偏差X ̅
-6.0
全国
震災大東北3県
震災小東北3県
東北
北海道
関東
北陸・甲信越
東海
近畿
中国・四国
九州
-4.0 -2.0 0.0 2.0 4.0 6.0
0.0
0.0
-0.4
-0.8
3.8
2.8
1.7
1.0
-4.7
-3.0
0.3
0.0
1.4
2.1
-0.6
-0.6
0.1
-0.1
0.0
0.1
-1.4
-0.6
震災前の全国平均正答率65.8 震災後の全国平均正答率65.5
　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前
の 7 位から震災後は 8 位に下降し、回復力に
低下傾向がみられた。標準偏差は､ 震災前の
1.1％（X3 σ 1）から震災後 0.7％（X3 σ 2）
と､ 分散の度合いが低くなっている｡ 全国平
均正答率 m との偏差 X
−
は、震災前 -0.4％､ 震
災後 -0.8％で拡大している｡
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所の
｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣ に
該当している｡ したがって､ 各教育関係者は､
小要領算数（文部科学省、2008a）に示されて
いる ｢1 目標｣ を踏まえた ｢2 内容｣ にある ｢A
数と計算｣､ ｢B 量と測定｣､ ｢C 図形｣､ ｢D 数量
関係｣､ ｢算数的活動｣ 等に示されている具体的
項目を検証し､ 児童に確かな学力を身に付けさ
せる必要がある｡
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3.2.1.3　小学校の国語と算数の学力
　表 4 と図 3 で、震災前・後の小学校の国語と
算数を合わせた学力の比較をしてみる。全国平
均正答率ｍが、震災後が 64.9％で、震災前の
66.7％に比べて低く、回復力に低下傾向がみら
れた。全国平均正答率の標準偏差は、1.8％（m
σ 1）対 1.7％（m σ 2）である。 
表4.小学校国語と算数を合わせた学力の比較
地区
データ群 X1
62.4
62.2
10
10
-
-
68.8
66.5
2
3
3.2
3.2
66.8
64.7
6
6
1.4
1.0
70.8
68.4
1
1
3.5
3.9
67.1
64.9
4
5
1.1
1.3
68.3
67.0
3
2
2.1
2.5
66.2
63.8
8
9
1.1
0.7
66.6
64.5
7
7
1.7
1.7
66.9
65.3
5
4
1.6
1.5
65.3
64.2
9
8
1.8
0.8
66.7
64.9
-
-
1.8
1.7
X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 m比較項目
震災前平均正答率（H1）
震災後平均正答率（H2）
震災前正答率順位（R1）
震災後正答率順位（R2）
震災前標準偏差（σ1）
震災後標準偏差(σ2)
北海道 東北 関東 東海 近畿 九州
震災
大
東北
３県
震災
小
東北
３県
全国
平均
正答率
中国
四国
北陸
甲信
図3.震災前・後の小学校の国語と算数を
    合わせた偏差X ̅
-6.0
全国
震災大東北3県
震災小東北3県
東北
北海道
関東
北陸・甲信越
東海
近畿
中国・四国
九州
-4.0 -2.0 0.0 2.0 4.0 6.0
0.0
0.0
-0.1
-0.2
4.0
2.3
2.1
0.7
-4.3
-1.0
0.4
0.4
1.6
1.8
-0.5
1.0
-0.1
-0.6
0.2
-0.2
-1.4
-1.8
震災前の全国平均正答率66.7 震災後の全国平均正答率64.9
　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前・
震災後共に 6 位で回復力に変化がなかった。標
準偏差は､ 震災前の 1.4％（X3 σ 1）から震災
後 1.0％（X3 σ 2）と､ 分散の度合いが低くな
っている｡ 全国平均正答率 m との偏差 X
−
は、
震災前 -0.1､ ％震災後 -0.2％で拡大している。
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所の
｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣ に
該当している｡ したがって､ 各教育関係者は､ 小
要領国語（文部科学省、2008a）に示されて
いる「1 目標」を踏まえた「2 内容」にある
「Ａ話すこと・聞くこと」、「Ｂ書くことこと」、
「Ｃ読むこと」及び小要領数学（文部科学省、
2008a）に示されている ｢1 目標｣ を踏まえた
｢2 内容｣ にある ｢A 数と式｣､ ｢B 図形｣､ ｢C 関
数｣、「数学的活動」等に示されている具体的項
目を検証し､ 生徒に確かな学力を身に付けさせ
る必要がある。
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3.2.1.4　中学校の国語の学力
　表 5 と図 4 で、震災前・後の中学校の国語の
学力を比較してみる。全国平均正答率ｍが、震
災後が 69.4％で、震災前の 72.5％に比べて低
く、回復力に低下傾向がみられた。主として「知
識」に関する問題Ａと、主として「活用」に関
する問題Ｂの各ｍを比較すると、震災前のＡｍ
76.8％対Ｂｍ 68.2％、震災後Ａｍ 76.7％対Ｂ
ｍ 62.0％で、震災前・後ともＡ＞Ｂである。全
国平均正答率の標準偏差は、1.9％（m σ 1）対
1.5％（m σ 2）である。 
表5.中学校の国語の学力の比較
地区
データ群 X1
71.1
68.8
9
8
-
-
74.5
70.9
3
3
2.0
2.0
73.1
69.8
5
5
0.0
0.5
75.9
72.0
1
1
1.9
2.4
73.1
70.0
5
4
0.9
0.7
75.0
71.0
2
2
2.0
1.8
73.8
69.6
4
6
1.8
1.3
71.0
68.3
10
9
2.0
1.3
72.6
69.2
7
7
2.0
1.2
71.7
67.9
8
10
2.7
1.9
72.5
69.4
-
-
1.9
1.5
X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 m比較項目
震災前平均正答率（H1）
震災後平均正答率（H2）
震災前正答率順位（R1）
震災後正答率順位（R2）
震災前標準偏差（σ1）
震災後標準偏差(σ2)
北海道 東北 関東 東海 近畿 九州
震災
大
東北
３県
震災
小
東北
３県
全国
平均
正答率
中国
四国
北陸
甲信
図4.震災前・後の中学校国語の偏差X ̅
-5.0
全国
震災大東北3県
震災小東北3県
東北
北海道
関東
北陸・甲信越
東海
近畿
中国・四国
九州
-3.0-4.0 -2.0 -1.0 0.0 2.01.0 3.0 4.0
0.0
0.0
0.6
0.4
3.4
2.6
2.0
1.5
-1.4
-4.1
0.6
0.6
2.5
1.6
1.3
0.2
-1.5
-1.1
0.1
-0.2
-0.8
-1.5
震災前の全国平均正答率72.5 震災後の全国平均正答率69.4
　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は、震災前・
震災後共に 5 位で回復力に変化がなかった。
　標準偏差は、震災前の 0.0％（X3 σ 1）から
震災後 0.5％（X3 σ 2）に、分散の度合いが高
くなっている。全国平均正答率ｍとの偏差 X
−
は、
震災前 0.6％、震災後 0.4％で縮小している。
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所の
「平均正答率がおおむね 70％を下回るもの」に
該当している。したがって、各教育関係者は、
中要領国語（文部科学省、2008b）に示されて
いる「1 目標」を踏まえた「2 内容」にある「Ａ
話すこと・聞くこと」、「Ｂ書くことこと」、「Ｃ
読むこと」等に示されている具体的項目を検証
し、生徒に確かな学力を身に付けさせる必要が
ある。
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3.2.1.5　中学校の数学の学力
　表 6 と図 5 で、震災前・後の中学校の数学の
学力を比較してみる。全国平均正答率ｍが、震
災後が 56.3％で、震災前の 59.0％に比べて低
く、回復力に低下傾向がみられた。主として「知
識」に関する問題Ａと、主として「活用」に関
する問題Ｂの各ｍを比較すると、震災前のＡｍ
65.6％対Ｂｍ 52.5％、震災後Ａｍ 64.5％対Ｂ
ｍ 48.1％で、震災前・後ともＡ＞Ｂである。
全国平均正答率の標準偏差は、2.8％（m σ 1）
対 2.3％（m σ 2）である。
表6.中学校数学の学力の比較
地区
データ群 X1
56.6
54.8
10
8
-
-
59.8
56.1
4
5
3.3
3.2
57.3
54.0
8
9
1.8
1.2
62.2
58.1
1
2
2.5
3.2
59.0
56.5
7
4
1.3
1.2
61.9
58.2
2
1
3.7
3.1
61.8
58.0
3
3
1.7
1.8
59.1
56.1
6
5
2.0
1.4
59.2
56.0
5
7
3.2
2.1
57.2
54.0
9
9
4.6
3.3
59.0
56.3
-
-
2.8
2.3
X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 m比較項目
震災前平均正答率（H1）
震災後平均正答率（H2）
震災前正答率順位（R1）
震災後正答率順位（R2）
震災前標準偏差（σ1）
震災後標準偏差(σ2)
北海道 東北 関東 東海 近畿 九州
震災
大
東北
３県
震災
小
東北
３県
全国
平均
正答率
中国
四国
北陸
甲信
図5.震災前・後の中学校数学の偏差X ̅
-3.0
全国
震災大東北3県
震災小東北3県
東北
北海道
関東
北陸・甲信越
東海
近畿
中国・四国
九州
-1.0-2.0 0.0 2.01.0 3.0 4.0
0.0
0.0
-1.7
-2.3
3.2
1.8
0.8
-0.2
-2.4
-1.5
0.0
0.2
2.9
1.9
2.8
1.7
0.1
-0.2
0.2
-0.3
-1.8
-2.3
震災前の全国平均正答率59.0 震災後の全国平均正答率56.3
　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前
の 8 位から震災後は 9 位に下降し、回復力に
低下傾向がみられた。標準偏差は､ 震災前の
1.8％（X3 σ 1）から震災後 1.2％（X3 σ 2）
に､ 分散の度合いが低くなっている｡ 全国平
均正答率 m との偏差 X
−
は、震災前 -1.7､ 震災
後 -2.3 で拡大している｡
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所の
｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣ に
該当している｡ したがって､ 各教育関係者は､
中要領数学（文部科学省 2008b）に示されて
いる ｢1 目標｣ を踏まえた ｢2 内容｣ にある
｢A 数と式｣､ ｢B 図形｣､ ｢C 関数｣、「数学的活動」
等に示されている具体的項目を検証し､ 生徒に
確かな学力を身に付けさせる必要がある。
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3.2.1.6　中学校の国語と数学の学力
　表 7 と図 6 で、震災前・後の中学校国語と数
学を合わせた平均値の学力の比較をしてみる。
全国平均正答率ｍが、震災後が 62.8％で、震災
前の 65.8％に比べて低く、回復力に低下傾向が
みられた。全国平均正答率の標準偏差は、1.8％
（m σ 1）対 1.7％（m σ 2）である。
表7.中学校国語と数学を合わせた平均正答率
地区
データ群 X1
63.8
61.8
10
9
-
-
67.2
63.5
4
4
2.6
2.5
65.2
61.9
7
8
0.9
0.8
69.1
65.1
1
1
2.2
2.8
66.0
63.2
5
5
1.0
0.9
68.5
64.6
2
2
2.9
2.4
67.8
63.8
3
3
1.7
1.5
65.1
62.2
8
7
2.0
1.4
65.9
62.6
6
6
2.5
1.6
64.5
61.0
9
10
3.7
2.6
65.8
62.8
-
-
2.3
1.9
X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 m比較項目
震災前平均正答率（H1）
震災後平均正答率（H2）
震災前正答率順位（R1）
震災後正答率順位（R2）
震災前標準偏差（σ1）
震災後標準偏差(σ2)
北海道 東北 関東 東海 近畿 九州
震災
大
東北
３県
震災
小
東北
３県
全国
平均
正答率
中国
四国
北陸
甲信
図6.震災前・後の中学校の国語と数学を
    合わせた偏差X ̅
-3.0
全国
震災大東北3県
震災小東北3県
東北
北海道
関東
北陸・甲信越
東海
近畿
中国・四国
九州
-1.0-2.0 0.0 2.01.0 3.0 4.0
0.0
0.0
-0.6
-0.9
3.3
2.3
1.4
0.7
-2.0
-1.0
0.2
0.4
2.7
1.8
2.0
1.0
-0.7
-0.6
0.1
-0.2
-1.3
-1.8
震災前の全国平均正答率65.8 震災後の全国平均正答率62.8
　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前
の 7 位から震災後は 8 位に下降し、回復力に
低下傾向がみられた。標準偏差は､ 震災前の
0.9％（X3 σ 1）から震災後 0.8％（X3 σ 2）
に､ 分散の度合いが低くなっている｡ 全国平
均正答率 m との偏差 X
−
は、震災前 -0.6､ ％震
災後 -0.9％で拡大している。
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所
の ｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣
に該当している｡ したがって､ 各教育関係者
は､ 中要領国語（文部科学省、2008b）に示
されている「1 目標」を踏まえた「2 内容」に
ある「Ａ話すこと・聞くこと」、「Ｂ書くこと
こと」、「Ｃ読むこ と」及び中要領数学 ( 文部
科学省、2008b) に示されている ｢1 目標｣ を
踏まえた ｢2 内容｣ にある ｢A 数と式｣､ ｢B 図
形｣､ ｢C 関数｣、「数学的活動」等に示されてい
る具体的項目を検証し､ 生徒に確かな学力を
身に付けさせる必要がある。
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3.3　小中一貫校型の各教科の各教科の
　  震災後の回復傾向と課題解決に向けた対応
3.3.1　小学校の国語と中学校国語の学力 
　表 8 と図 7 で、震災前・後の小学校国語と中
学校国語を合わせた学力の比較をしてみる。全
国平均正答率ｍが、震災後が 66.8％で震災前の
70.1％に比べて低く、全国的には回復力に低下
傾向がみられた。全国平均正答率の標準偏差は、
1.7％（σ 1）対 1.5％（σ 2）で、分散の度合
いが低くなっている。
表8.小学校の国語と中学校国語を合わせた学力の比較
地区
データ群 X1
67.4
65.3
10
10
-
-
72.3
68.7
2
2
2.4
2.5
70.6
67.3
4
4
0.9
0.6
73.9
70.2
1
1
2.3
3.0
70.5
67.1
5
5
0.6
0.9
72.2
68.7
3
2
1.9
2.0
70.5
66.2
5
7
1.7
1.0
69.1
65.9
8
8
1.8
1.5
70.2
67.1
7
5
1.5
1.2
68.9
65.7
9
9
2.2
1.3
70.1
66.8
-
-
1.7
1.5
X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 m比較項目
震災前平均正答率（H1）
震災後平均正答率（H2）
震災前正答率順位（R1）
震災後正答率順位（R2）
震災前標準偏差（σ1）
震災後標準偏差(σ2)
北海道 東北 関東 東海 近畿 九州
震災
大
東北
３県
震災
小
東北
３県
全国
平均
正答率
中国
四国
北陸
甲信
図7.震災前・後の小学校の国語と中学校の国語
    を合わせた偏差X ̅
-4.0
全国
震災大東北3県
震災小東北3県
東北
北海道
関東
北陸・甲信越
東海
近畿
中国・四国
九州
-1.0-3.0 -2.0 0.0 2.01.0 3.0 5.04.0
0.0
0.0
0.5
0.5
3.8
3.4
2.2
2.0
-2.7
-1.5
0.4
0.3
2.1
1.9
0.4
-0.6
-1.0
-0.9
0.1
0.3
-1.2
-1.1
震災前の全国平均正答率70.1 震災後の全国平均正答率66.8
　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前・
震災後共に 4 位で回復力に変化はみられなかっ
た。標準偏差は､ 震災前の 0.9％（X3 σ 1）か
ら震災後 0.6％（X3 σ 2）に､ 分散の度合いが
低くなっている｡ 全国平均正答率 m との偏差 X
−
は、震災前 0.5％､ 震災後 0.5％で変化がみられ
なかった。
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所の
｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣ に該
当している｡ したがって､ 各教育関係者は､ 小
要領国語（文部科学省､ 2008a）に示されてい
る「1 目標」を踏まえた「2 内容」にある「Ａ話
すこと・聞くこと」、「Ｂ書くことこと」、「Ｃ読
むこと」及び中要領国語（文部科学省､ 2008b）
に示されている「1 目標」を踏まえた「2 内容」
にある、小学校と同様の「Ａ話すこと・聞くこと」、
「Ｂ書くことこと」、「Ｃ読むこと」等に示されて
いる具体的項目を検証し､ 生徒に確かな学力を
身に付けさせる必要がある。
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3.3.2　小学校の算数と中学校数学の学力
　表 9 と図 8 で、震災前・後の小学校算数と中
学校数学を合わせた学力の比較をしてみる。全
国平均正答率ｍが、震災後が 60.9％で、震災前
の 62.4％に比べて低く、全国的には回復力に低
下傾向がみられた。全国平均正答率の標準偏差
は、2.1％（m σ 1）対 1.9％（m σ 2）で、分
散の度合いが低くなっている。 
表9.小学校の算数と中学校数学を合わせた学力の比較
地区
データ群 X1
58.9
58.7
10
10
-
-
63.6
61.3
3
4
3.2
3.1
61.4
59.3
8
9
0.3
0.4
65.9
63.3
1
1
3.0
3.5
62.5
61.0
5
5
0.8
1.0
64.5
62.9
2
2
3.0
2.8
63.5
61.5
4
3
1.3
1.3
62.5
60.8
5
6
1.5
1.4
62.5
60.8
5
6
2.1
1.5
60.8
59.5
9
8
3.2
2.0
62.4
60.9
-
-
2.1
1.9
X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 m比較項目
震災前平均正答率（H1）
震災後平均正答率（H2）
震災前正答率順位（R1）
震災後正答率順位（R2）
震災前標準偏差（σ1）
震災後標準偏差(σ2)
北海道 東北 関東 東海 近畿 九州
震災
大
東北
３県
震災
小
東北
３県
全国
平均
正答率
中国
四国
北陸
甲信
図8.震災前・後の小学校の算数＋中学校数学の
    偏差X ̅
-4.0
全国
震災大東北3県
震災小東北3県
東北
北海道
関東
北陸・甲信越
東海
近畿
中国・四国
九州
-1.0-3.0 -2.0 0.0 2.01.0 3.0 4.0
0.0
0.0
1.0
-1.6
3.5
2.4
1.2
0.4
-3.5
-2.2
0.1
0.1
2.1
2.0
1.1
0.6
0.1
-0.1
0.1
-0.1
-1.6
-1.4
震災前の全国平均正答率62.4 震災後の全国平均正答率60.9
　震災大東北 3 県の平均正答率 X3 は､ 震災前の
8 位から震災後は 9 位に下降し、回復力に低下傾
向がみられた。標準偏差は､ 震災前の 0.3％（X3
σ 1）から震災後 0.4％（X3 σ 2）に､ 分散の度
合いが高くなっている｡ 全国平均正答率 m との
偏差 X
−
は、震災前 -1.0％､ 震災後 -1.6％で拡大
している。
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所の
｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの｣ に該
当している｡ したがって､ 各教育関係者は､ 小
要領算数（文部科学省､ 2008a）に示されてい
る ｢1 目標｣ を踏まえた ｢2 内容｣ にある ｢A 数
と計算｣､ ｢B 量と測定｣､ ｢C 図形｣、「Ｄ資料の活
用」、「算数的活動」等及び中要領数学（文部科学
省､ 2008b）に示されている ｢1 目標｣ を踏まえ
た ｢2 内容｣ にある ｢A 数と式｣､ ｢B 図形｣､ ｢C
関数｣、「数学的活動」等に示されている具体的項
目を検証し､ 生徒に確かな学力を身に付け 　
させる必要がある。
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3.3.3　小学校の国語及び算数と中学校の国語及
　　 び数学の学力
　表 10 と図 9 で、震災前・後の小学校の国
語＋算数＋中学校国語＋数学を合わせた学力
の比較をしてみる。全国平均正答率ｍが、震
災後が 63.9％で、震災前の 66.2％に比べて
低く、回復力に低下傾向がみられる。全国平
均正答率の標準偏差は、1.9％（m σ 1）対
1.6％で、分散の度合いが低くなっている。
表10.小学校の国語及び算数と中学校の国語及び数学を合わせた学力の比較
地区
データ群 X1
63.1
62.0
10
10
-
-
68.0
65.0
3
3
2.7
2.8
66.0
63.3
7
8
0.3
0.3
70.0
66.7
1
1
2.6
3.2
66.6
64.1
5
4
0.7
0.9
68.4
65.8
2
2
2.5
2.4
67.0
63.8
4
6
1.4
1.1
65.8
63.4
8
7
1.6
1.4
66.4
64.0
6
5
1.8
1.3
64.9
62.6
9
9
2.7
1.6
66.2
63.9
-
-
1.9
1.6
X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10 m比較項目
震災前平均正答率（H1）
震災後平均正答率（H2）
震災前正答率順位（R1）
震災後正答率順位（R2）
震災前標準偏差（σ1）
震災後標準偏差(σ2)
北海道 東北 関東 東海 近畿 九州
震災
大
東北
３県
震災
小
東北
３県
全国
平均
正答率
中国
四国
北陸
甲信
図9.小学校の国語及び算数と中学校の国語及び
    数学を合わせた偏差X ̅
-4.0
全国
震災大東北3県
震災小東北3県
東北
北海道
関東
北陸・甲信越
東海
近畿
中国・四国
九州
-2.0-3.0 -1.0 0.0 1.0 3.02.0 4.0 5.0
0.0
0.0
-0.2
-0.6
3.8
2.8
1.8
1.1
-3.1
-1.9
0.4
0.2
2.2
1.9
0.8
-0.1
-0.4
-0.5
0.2
0.1
-1.3
-1.3
震災前の全国平均正答率66.2 震災後の全国平均正答率63.9
　震災大東北3県の平均正答率X3は､震災前の
7位から震災後は8位に下降し、回復力に低下
傾向がみられる。標準偏差は､震災前の0.3％
（X3σ1）と震災後0.3％（X3σ2）で､分散の
度合いに変化がみられなかった。全国平均正
答率mとの偏差X
−
は、震災前-0.2％､震災後-0.6
％で拡大している。
　震災後の平均正答率は国立教育政策研究所の
｢平均正答率がおおむね 70% を下回るもの」に
該当している｡ したがって､ 各教育関係者は､
小要領国語及び算数（文部科学省、2008a）並
びに中要領国語及び中要領数学（文部科学省、
2008b）に示されている ｢1 目標｣ を踏まえた
｢2 内容｣ に示されている具体的項目を検証し、
生徒に確かな学力を身に付けさせる必要があ
る。
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4 考察 
　本稿では、二つの仮説を立てた。第 1 の仮説
は、大震災後の学力は、震災前の学力に比較し
て、全国的傾向としては低下しているというこ
とであった。
　第 2 の仮説は、震災大地区の学力が、震災小
地区の学力に比較して、低下しているというこ
とであった。
　まず、第１の仮説を検証すると、全国的に見
て、震災後は各教科とも平均正答率が低下てお
り、学力の回復傾向がみられなかった。そこか
ら見えてくる日本の学力を回復させるための課
　この結果、教育実行再生会議（2016）が示
した学力の底上げ傾向は、震災後の上下の成績
との関係ではみられるが、震災前に比較して、
経年変化でみると、全国的に学力の回復傾向が
みられないという仮説通りの検証結果であっ
た。これに関連し、震災前・後の学力格差の問
題点について、標準偏差を使い、震災小東北 3
県を例にとり、後述する。
題を、以下のように考察している。
　全国的には、小・中独立校型及び小中一貫校
型のいずれも、各教科の大震災前・後の回復傾
向を比較した結果、主管の国立国立教育政策所
が示している「成果として認められる内容」の
正答率がおおむね 80％を上回る成績はなく、「課
題として考えられる内容」の正答率がおおむね
70% を下回る成績であった。
　しかも、小学校の国語・算数及び中学校の国
語・数学の全科目において、震災後が前よりも
平均正答率が低下していた（図 10）。 
　文部科学省は『文部科学白書』で、「第 1 部
　東日本大震災からの復興・復旧～人づくりか
ら始まる創造的復興～」や「東日本大震災から
の復興・復旧の進展」として様々な面で復興・
復旧・進展がみられていると受け止めている
ようだが（文部科学省、2012、2013、2014、
2015a、2016a）、学力の回復については、まだ
道半ばであるといえる。
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　本稿では、10 地区に限定したグローカルな
面から全国学力テストの震災前・後の学力の回
復傾向を検証したが、これに密接に関連してい
る、大震前後に実施された、より広いグローバ
ルな国際標準学力テストの分析結果から、日本
の学力の課題をとらえて考察してみたい。文部
科学省は、現行の小要領及び中要領の国語等全
教科の「解説」の１ページにおいて、「OECD（経
　東日本大震災の翌年の 2012 年の第 5 回の結
果について、下村（2013）は、当時の文部科
学大臣として「学習指導要領の改訂や少人数指
導の普及など、脱ゆとりの施策が好成績の要因
とみる。いわゆる、ゆとり教育から脱却し、確
かな学力を育成する取り組みが功を奏した」（朝
日新聞デジタル、2013）。
　確かに、第 5 回は第 4 回と比較して学力の回
復傾向がみられるが、そうだからといって、果
たして、日本の学力を考える上で、好成績だか
ら課題がないといえるだろうか。第 5 回をもう
少し、多面的・多角的にとらえてみると、全体
的にみて、数学的リテラシー、総合読解力、科
学的リテラシー三つ内容で第 1 位であった上海
に比べて見劣りするし、特に数学的リテラシー
では、第 4 回 1 位の上海 600 点に対して日本
が 529 点で差が -71 点あったのが、第 5 回も 1
位の上海 613 点に対して日本が 536 点で差が
‐ 77 点となり（文部科学省・国立教育政策研
究所、2014）、震災後はむしろ学力の低下傾向
済協力開発機構）の PISA 調査など各種の調査
からは、我が国の児童生徒については、例えば、
思考力・判断力・表現力等を問う読解力や記述
式問題、知識・技能を活用する問題に課題」（文
部科学省、（2008c、1）、2008d、1））などと
課題を述べている。
　過去 5 回の日本の高校１年生を対象とした
PISA の結果は、表 11 の通りである。
がみられる。経年変化でとらえてみても、大震
災前の第 1 回と第 2 回に比較して、不成績であ
り、第 5 回の学力が完全回復とはなっていない。
　歴史的に PISA よりも古い、国際標準の学
力を測る機関として、国際教育到達度評価学
会（IEA；The International Association for the 
Evaluation of Educational Achievement） が あ
るが、この成績でも日本の学力傾向は、低下傾
向になっている。IEA は、小学校 4 年生には算
数と理科を対象として、中学校 2 年生には数
学と理科を対象として、一緒に国際数学・理
科 教 育 調 査（TIMSS；Trends in International 
Mathematics and Science Study）を実施してい
る（2011 年実施では小学校 50 か国が、中学校
42 か国が、各参加している。）。数学が行われ
た年度では、第 1 回（1964 年）が 2 位、第 3
回（1970 年）が１位、第 4 回（1981 年）が 2
位であったが、大震災の年の第 9 回（2011 年）
は 5 位で（文部科学省、2012b）、ここでも学
力の低下傾向がみられる。
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表11.OECDのPISAの学力調査結果に基づく日本の世界順位
実施回・年 第1回
2000年
第2回
2003年
第3回
2006年
第4回
2009年
第5回
2012年実施内容
数学的リテラシー
総合読解力
科学的リテラシー
問題解決能力
デジタル読解力
1位
8位
2位
2位
調査なし
6位
14位
2位
4位
調査なし
10位
15位
6位
調査なし
調査なし
9位
8位
5位
調査なし
4位
7位
4位
4位
調査なし
調査なし
出所：文部科学省・国立教育政策所『OECD生徒の学習到達度調査（PISA）』の2000年、2003年、2006年、2009年、2012年の各
調査の「国際結果の要約」等から、筆者が抜粋して表にした（出所を参考文献に記述した。）。
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　以上にみるように、現行の小要領や中要領の
各教科等の「解説編」の 1 ページに示されてい
る、グローバルな国際標準学力テストの PISA
の結果で明らかになった、思考力・判断力・表
現力等を問う読解力や記述式問題、知識・技能
を活用する問題に課題があるという指摘は、完
全に解決していないし、過去の TIMSS の経年経
過や、全国学力テストの結果を合わせて検証す
ると、下村のいう第 5 回（2012 年）の PISA の
結果について、「確かな学力を育成する取り組
みが功を奏した」（下村、2013、朝日新聞デジ
タル）ともいえきれないないのではないか。
　「1　はじめに」で示した、教育再生実行会議
（2016）の第九次提言において「我が国の子供
たちの平均的な学力は世界的に見てもトップレ
ベルにあり」（７）という記述にも、国際標準
学力テストである PISA や TIMSS の結果から見
ると、トップレベルと断定することに疑問があ
る。
　したがって、第１の仮説は、東日本大震災か
ら 2016 年で 5 年が経過したが、全国学力テス
トの 10 地区のグローカルな結果やグローバル
国際標準学力テストの結果もみても、日本の学
力は、十分な回復傾向がみられていないという
検証結果となった。
　次に第 2 の仮説は、学力面から経年比較分析
をすれば、震災大地区が、震災小地区に比較し
て、学力が低下傾向にあることであった。この
検証結果を述べる。
　大震災前・後の学力は、震災小東北 3 県（青
森県・秋田県・山形県）は、中学校の震災後の
数学の外の全教科で震災前・後を通じて、全 10
地区で第 1 位の平均正答率であるのに比較して、
震災大東北 3 県 ( 岩手県､ 宮城県及び福島県 )
は､ 独立型と一貫型の各学校を合わせて､ 9 教
科中 6 科目で平均正答率の順位を下げていた（表
12）｡ しかも､ 4 科目で 4 位から 6 位に中位に
あるものの､ 5 科目で 7 位から 9 位の下位に位
置し､ 震災小東北 3 県に比較して､ 3 教科で震
災前の順位を維持していたものの大差が見られ
た（同）｡
　以上のように、震災大地区は、震災小地区に
比較して、全教科で学力に回復傾向がみられて
いないという仮説通りにほぼ検証された。震災
大 3 県は、独立型と一貫型の各学校を問わず、
学力の回復傾向がみられなかった。この段階で
は、独立型と一貫型の各学校の差は、みられな
かった。
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表12.震災大東北3県(岩手県､宮城県及び福島県)の成績順位
小学校独立型 中学校独立型 小中一貫校型
小学校
国語
小学校
算数
小学校
国語と
算数
中学校
国語
中学校
数学
中学校
国語と
数学
小国語
＋
中国語
小算数
＋
中数学
小国
＋小算
＋中国
＋中数
教科
※表中、↓は、震災後が震災前に比べて順位の下降、 　　は同順位を、各表す。
比較
震災前
震災後
4位
5位
7位
8位
6位
6位
8位
9位
7位
8位
8位
9位
7位
8位
5位
5位
4位
4位
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　標準偏差による視点で、全国学力テストの学
力格差について考察してみる。
　国立教育教育研究所（2016）の学力テストの
分析で「都道府県の状況（公立）」で「国語、算数・
数学については、引き続き、下位県の成績が全
国平均に近づく状況がみられ、学力の底上げが
図られている」（12）とあるが、この検証結果
　東日本大震災後の全国学力テストにおける、
10 地区間の標準偏差（σ）で各地区の平均正
答率の分散の程度≒学力格差を、都道府県の平
均正答率を要素として、地区間分散比率として
分析してみた。地区間分散比率の結果は、児童
生徒間分散比率の積み重ねである学校間分散比
率の集合結果でもある。
　震災小東北 3 県の震災前・後の標準偏差で、
地区間の平均正答率（％）の分散がどの程度か
という度合いを比較した。その結果、図 11 に
あるように、震災小東北 3 県の標準偏差（％）
が震災前に比べて、震災後がほぼ上回っていた。
ここでは、震災後、学力格差が拡大しているこ
に全面的に同意をし難い。学力の平均正答率を
都道府県のローカル単位で公表しているが、そ
の学力格差が縮小しているということになる。
　しかし、見方を変えると、学力格差が拡大し
ていることもあり、多角的な検証も必要ではな
いだろうか。標準偏差でその具体例を示す。
とになる。しかも、震災小東北 3 県の「震災前
標準偏差（σ１）- 震災後標準偏差（σ 2）」が、
小学校の国語と算数、中学校の数学で、全国の
標準偏差を上回っていて、学力の分散の程度が
大きかった。青森県、秋田県及び山形県の 3 県
内においては、学力格差が拡大していることに
なる。
　国際標準学力テストでは、問題解決能力を問
う問題が多く、これを向上させるためには、児
童生徒間分散比率や地区間分散比率の指標を小
さくし、児童生徒間の均一性や地区間の均一性
を確保する必要がある。
　日本は、PISA の問題解決における忍耐力指数
青森中央学院大学研究紀要第26号
図11.震災小東北3県（青森県・秋田県・山形県）の震災前・後の標準偏差（％）の比較
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の平均値は 44 か国中最下位（文部科学省・国
立教育政策研究所、2014）であったことなども
考慮に入れ、分散比率のより一層の均一的学力
向上を目指した、児童生徒の問題解決への忍耐
力の向上等の取組みが必要である。
　日本には、震災が付きまとう。2016 年 4 月
には、マグニチュード 6.5 の「平成 28 年の熊
本地震」があり、甚大な被害がもたされた（文
部科学省、2016a）。そのため、熊本県の同年
度の全国学力テストは中止となった。同県の児
童生徒の学力の回復を願うものである。
日本は、2015 年に戦後 70 年となり、戦後間
もなく制定された 6・3・制が大きく変わろう
としている（竹中、2012 ｂ、2012 ｃ、2015、
2016）。
　義務教育学校が誕生し、小中一貫教育の観点
から、小中学校の学年の区切りを 4-3-2、4-5、
5-4 等の形態をとれるようになってきている。
義務教育は、憲法第 26 条の教育を受ける権利
や義務、教育基本法及び学校教育法の教育理念
等に係る。
　2006 年の改正教育基本法第 10 条で保護者
の子の教育についての第一義的責任が、第 9 条
で教員の崇高な使命とその職責の全うする義務
が、各新設された。両者の責任と義務の関係は、
同法第 13 条で「学校、家庭及び地域住民等の
相互の連携協力」として規定され、学制改革や
教員養成改革は、コミュニティスクールの観点
からの見直しも迫られている。
　見直しの観点として、学力差に応じたきめ細
かい教育が行われ、学力の向上につながるかど
うかも重要な要素となり得る。全国学力テスト
は、文部科学省、都道府県市区町村教育委員会、
小学校、中学校等の教育関係者が、各学力や家
庭での学習状況等を把握し、これに基づく学校
教育の改善を行い、児童生徒の学習状況を改善
するところにある（文部科学省、2016）。
　本稿では、変化の時代や時代の変化に、多様
な学制・学年の区切りを考慮する上で役立つよ
うに、小・中独立型と小中一貫型の各学校の観
点を取り入れて、全国学力テストの比較分析・
検証を行った。
　東北 6 県は昭和に実施された全国学力テスト
（以下「昭和のテスト」という。）に比べて､ 総
じて､ 学力の伸長が著しい｡ 筆者の分析では､
震災大東北 3 県（岩手県､ 宮城県及び福島県）
においては､ 小学校の国語と算数を合わせた平
均正答率が､ 昭和のテストの 38 位から 25 位
へ､ 中学校の国語と数学を合わせた平均正答率
が 42 位から 34 位に、各向上している（竹中、
2016 ｂ）｡
　これ以上に学力の向上が著しいのは､ 震災小
東北 3 県 ( 青森県､ 秋田県及び山形県 ) である。
震災大東北 3 県と同じ視点でみると、震災小東
北 3 県の小学校の同教科の平均正答率は、同様
に 41 位から 8 位に､ 中学校の同教科（算数を
数学に置き換え）の平均正答率は、同様に 40
位から 8 位に､ 各向上している（同）｡
　この原因は、東日本大震災の被災多寡の違い
なのか、各県独自で前年度に行っている学力テ
ストが全国学力テストのトレーニング効果とな
っているのか、両学力テストとの類似性なのか、
など様々な理由が考えられるが、きめ細かな調
査を行う必要がある。
　本稿で、東日本大震災前・後の全国学力テス
ト等の比較・分析を行った。これからの教育政
策や学力向上に役立つ次代への引継ぎ資料とし
たい。
　今後の課題としては、全国学力テストにおい
て、地域格差が明確になったので、可能であれ
ば、その理由を追究したい。
　教育実行再生会議（2014）の第九次提言にも
示されている、「学力差に応じたきめ細かい教
育を展開し、子どもたちの能力を伸ばし可能性
を開花させる教育」（7）に資するための次代へ
の引継ぎデータとして、グローバル、グローカ
ル、ローカルの各観点から利活用できるように
深めていきたい。
竹　中　司　郎
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